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新型コロナウイルス（以下，コロナ）の感染

拡大の影響は長期にわたって続き，感染がある

程度収まっても，コロナと共存するための新し

い生活様式（ニューノーマル）が継続すること

が予想される。本稿では，このようなウィズコ

ロナ時代にグローバル・バリューチェーンのあ

り方がどのように変容するか，そして日本企業

はその変容にどのように対応するべきかについ

て，私見を述べたい。

Ⅰ コロナ前のグローバル・

バリューチェーン

そもそもバリューチェーンとは，素材から始

まって部品の生産を経て最終製品の生産に至る

流れであるサプライチェーンに加えて，さらに

上流の製品や技術，デザインの開発，下流の

マーケティングやアフターサービス，もしくは

そのためのデータ解析なども含めた経済活動の

流れを指す。

このバリューチェーンが国境を越えて張り巡

らされているのが，グローバル・バリュー

チェーンだ。例えばアップル社は，アメリカの

シリコンバレーにある本社で iPhone などの製

品や Apple Music などのサービスの開発を行

い，さらに利用状況に関するビッグデータを解

析してマーケティング戦略を立てるが，部品の

製造やその組立の多くは中国や台湾などの企業
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に委託している。

このようなグローバル・バリューチェーンに

は 2つの特徴がある。

第 1に，バリューチェーンにおいて最も高い

付加価値・利益を生み出すのは，中流の部品製

造や最終製品の組立ではなく，最上流の研究開

発やデザイン，および最下流のマーケティング

やデータ解析であることが明らかになってい

る。このバリューチェーンの流れと付加価値の

関係をグラフ化すると，あたかも笑った口元の

ような U 字型になるので，この事象は「スマ

イルカーブ」としてよく知られている（図1）。

だからこそ，アップル社の製品のほとんどはメ

イドインチャイナだが，iPhone の売上の 60％近

くはアップル本社が得ているのだ（Kraemer

他 2011）。

第 2に，このような高付加価値を生む事業に

おいて，グローバルな連携の重要性が高まって

いる。研究開発において，1 社がカバーできる

技術の範囲では付加価値の高い製品が生み出す

のが難しくなっており，他社や大学などと連携

して製品や技術の開発を行う「オープン・イノ

ベーション」が活発に行われているのがその好

例だ。例えば，IHI 社はシリコンバレーに拠点

を設け，スタートアップ企業と連携して AI

（人工知能）を利用した荷下ろし作業ロボット

を開発するなど，様々な連携を行っている

（TECHBLITZ 2020）。トヨタ自動車はスタン

フォード大学やマサチューセッツ工科大学と自

動運転のためのAI 研究で連携しているし，ダ

イハツ工業は自動車用の燃料電池開発をニュー

メキシコ大学と共同で行っている（三菱総合研

究所 2018）。

世界の企業の特許データを利用した筆者らの

研究によると，国際共同研究を行うことで，企

業の生み出す特許の引用数は平均で 23％上昇

する，つまりイノベーションの質が大幅に向上

することがわかっている（Iino 他 2021）。これ

は，国際共同研究を通じて国内では得られない

海外の技術や知識を活用して吸収できるから

だ。多様な主体との知識の共有がイノベーショ

ンに有効であることは，「3人寄れば文殊の知

恵」として経験的に知られていたことである

が，これを理論化したスタンフォード大学の

ポール・ローマー教授が 2018 年にノーベル賞

を受賞したことで，その重要性が再認識されて

いる。

一昔前には，企業がグローバルに展開する上

で重要だったのは，どの国でどの部品を作って，

どの国で組み立てて，どの国で売るかといった

サプライチェーン的な戦略だった。しかし今で

は，どの国の企業や大学とどのような研究開発

を行うか，ある国で販売するにあたってその国

のどんな企業とマーケティングやブランド構築

について連携していくかといったバリュー

チェーン的な戦略も不可欠となっている。

Ⅱ コロナによるグローバル・

バリューチェーンの再編

このような状況でコロナが襲来したことで，
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図1 スマイルカーブ

資料：Mudambi (2008)を参考に筆者作成。



グローバル・バリューチェーンが大きく再編さ

れようとしている。その理由は 3つある。

第 1に，コロナの感染拡大によって海外から

の素材や部品の供給が途絶し，しかも世界各国

の需要が減少したことで，自国の生産活動が海

外での経済ショックによって大きな影響を受け

ることが再確認された。だから，各国はそのリ

スクを最小化するためにサプライチェーンの取

引相手を分散化しようとしている。日本も同様

で，中国に大きく依存したサプライチェーンを

再編し，より多様な相手と取引をしていくべき

だ。ただし，この点についてはすでにいくつか

の論文で議論しており（戸堂 2020a および

2020b），本稿ではこれ以上立ち入らない。

第 2に，コロナの感染拡大に伴って，米中の

分断（デカップリング）が進行している。コロ

ナ前から，アメリカはファーウェイなど中国の

IT（情報通信技術）関連企業の製品から情報

が窃取されているとして，これらの企業に対す

る部品の輸出や技術移転を規制していた。コロ

ナ拡大後には，さらにアメリカ製の製造装置を

使って生産した製品，例えば半導体などの輸出

も禁止されることとなった。そのために台湾

TSMC社がファーウェイからの半導体の新規

受注を停止してアメリカでの工場建設を表明す

るなど，米中経済の分断が現実のものとなりつ

つある。このようなアメリカの動きに同調し

て，オーストラリア，イギリス，カナダ，フラ

ンスなどもファーウェイ製品を排除することを

決めている。

コロナ拡大後に米中の分断が進行したのは，

コロナが中国から世界に拡大して大きな被害を

与えているために，欧米で中国人に対する反感

が増大しているからでもある。さらに，コロナ

の感染拡大期の中国の振る舞いが中国に対する

反感に拍車をかけている。例えば，コロナの感

染防止のために中国からの入国を禁止したアメ

リカに対して，中国新華社通信は 3 月 4日の記

事で「中国からの医薬品の輸出を止めれば，ア

メリカはコロナの大海に沈むだろう」と述べた

（アメリカは抗生物質等の医薬品の多くを中国

からの輸入に依存している）。独立機関による

中国でのコロナ感染源の調査を要求したオース

トラリアに対して，中国は牛肉の輸入を差し止

め，大麦の関税を引き上げた（読売新聞 2020

年 5月 13日）。

このためウィズコロナ，ポストコロナの世界

では，グローバル・バリューチェーンから中国

を外そうとする動きが相当程度進むだろう。上

述の TSMC社の動きのようなモノの取引を中

心としたサプライチェーンだけでなく，高付加

価値を生む研究開発などでの知的な連携でも同

様だ。

そもそも，ファーウェイなどの中国企業は，

近年欧米の先端的な大学や企業と活発に共同研

究を行うことで，その知識を吸収して急速に発

展してきた。上述の筆者らの研究によると，中

国企業が国際共同研究によってイノベーション

の質を向上させる効果の大きさは，アメリカや

日本企業の約 5倍にも上っていた。しかし，ア

メリカがファーウェイなどの中国企業に対する

技術移転を禁じたことから，2019 年には米マ

サチューセッツ工科大学や英オックスフォード

大学などでファーウェイとの共同研究や資金の

受け入れを中止したと報じられている（ロイ

ター 2019 年 9 月 3日）。内密に中国から資金

提供を受けていたアメリカ人研究者や，身分を

隠してアメリカで研究を行っていた中国人研究

者がアメリカで逮捕されるなどの事例も相次い

でいる。
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このように，グローバル・バリューチェーン

において高付加価値を生み出している世界の知

的ネットワークも大きく再編されつつある。欧

米の企業や大学は，例えばファーウェイに頼ら

ない 5G技術などを開発するために，新しい形

でのオープン・イノベーションを模索している

のだ。

Ⅲ 対面コミュニケーションの

制限の影響

しかし，そこに 3つめのコロナの影響が立ち

はだかる。コロナによって多くの国が国境を実

質的に閉ざし，国境を越えたヒトの往来が止

まっている。世界の新規感染者総数はいまだに

増加傾向にあり，日本でも第 2波が懸念されて

いる状況から鑑みて，国境規制はまだまだ続く

だろう。国境が開いたとしても，入国者に PCR

検査や一定期間の隔離を義務づける傾向は長く

続くにちがいない。現在大きく削減されている

国際航空便が復活したとしても，密を避けるた

めに搭乗客の間隔を広く取ることで，航空運賃

が上昇する可能性も高い。

人の移動が困難になれば，国境を越えた連携

は難しくなる。人の移動が制限されている半

面，オンラインによる会議が一般的となったこ

とで，むしろ国際連携が簡単になったと考える

人もいるかもしれない。しかし，人間の経済活

動において，対面のコミュニケーションはまだ

まだ非常に重要な役割を担っている。

そもそも特定の産業が一定の地域に集積する

傾向にあるのは，1 つには人々が対面のコミュ

ニケーションによって情報や知識を共有しやす

く，それによって「3人寄れば文殊の知恵」的

なイノベーションが起きやすいからだ。

IT産業の企業は，コロナのはるか以前から

オンラインでコミュニケーションをとる技術に

長けているはずだが，それでもシリコンバレー

などの特定地域に集積している。これは，IT

技術者やベンチャー投資家が対面のコミュニ

ケーションによる意思疎通による利益を強く認

識しているからに他ならない。データを使った

分析（Rosenthal 他 2003）でも，コンピュー

タソフトウェア産業において新規参入企業は既

存の集積地に設立されることが多く，集積地か

ら 10 km 程度離れたところに設立されること

すら相当少ないことが確かめられている。しか

も，ソフトウェア産業での距離の重要性は，機

械産業などの伝統的な製造業にくらべても大き

い。さらに，距離が近い地域間ほどインター

ネットの通信量も多い傾向があり（Tranos 他

2013），インターネットによって，遠くの相手

とも近くの相手とも同じようにコミュニケー

ションをとるようになったわけではない。

インターネットの発達によって「距離は死ん

だ」（フランシズ・ケアーンクロス）とか「世

界はフラット化した」（トーマス・フリードマ

ン）などと言われたが，実際には必ずしもそう

はなっていなかったのだ。ウィズコロナ，ポス

トコロナの時代には，これまでよりもオンライ

ン・コミュニケーションの利用が多くなるだろ

うが，対面コミュニケーションの必要性がなく

なってしまうとは思われない。経済産業研究所

の森川正之が 2020年 6月に行った調査では，

在宅勤務によって主観的な生産性は平均で約

60％に減少し，その最大の理由が「職場のよう

にフェイス・トゥ・フェイスでの素早い情報交

換ができない」ということであった（森川

2020）。

さらに，研究開発など知識の生産活動は，モ
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ノの生産活動よりも地理的に集積することもわ

かっている。日本のデータを利用した兵庫県立

大学の井上寛康らの研究によると，一般的な事

業所の地理的な集積度にくらべて，特許を生み

出す研究関連事業所の集積度ははるかに高く，

ほとんどの研究関連事業所は東京，大阪，名古

屋の 3 つの経済圏に集中している（Inoue 他

2015）。

これは，モノの生産活動よりも知識の生産活

動においての方が，対面のコミュニケーション

がより重要だからだ。自分とは異なる知識を

持った人と議論をすることによって化学反応が

起き，新しいイノベーションが生まれる。3人

が「寄る」ことなしには文殊の知恵はなかなか

生まれないのだ。そのことを理解している多く

の先端的な IT企業では，オフィスで社員の席

を固定しないことでいろんな人と出会えるよう

に工夫している。世界のトップクラスの大学で

は，毎日必ず様々な分野の教員が集まってお茶

を飲むことを義務づけているところも多い。

Ⅳ ウィズコロナ時代の

国際連携のあり方

だから，コロナによって対面コミュニケー

ション，特に国境を越えた対面コミュニケー

ションが著しく制限されることで，グローバ

ル・バリューチェーンのスマイルカーブの両

端，つまり研究開発やデータ解析などでの国際

連携が減衰し，イノベーションが低調となって

世界的に経済成長が鈍化する恐れがある。

新しい国際連携の構築が特に難しい。オンラ

インでは，すでにつながった人々とのコミュニ

ケーションは比較的スムーズに進むかもしれな

いが，海外と全く新しいつながりを構築するの

は至難の業だからだ。先日も，企業の営業担当

の人から「もともとのお客さんとはオンライン

でも問題ないんですが，新しいお客さんができ

ないんですよね」という話をうかがったが，国

際連携でも同様だ。企業のデータを使った分析

からも，共同研究のパートナーは以前の同僚な

どすでに社会的関係をもっていた人であること

が多く（Bercovitz他 2011），企業が海外研究拠

点を構築する時にはすでに海外共同研究の経験

がある地域が選ばれる傾向にある（Belderbos

他 2016）ことがわかっている。これまで何も

縁のなかったところに新しいつながりをつくる

のは難しいのだ。

だから，ウィズコロナ時代のグローバル・バ

リューチェーンは，新しい国際連携を構築する

というよりも既存の国際連携を深めていくとい

う方向に進むだろう。この方向性は，ウィズコ

ロナ時代には信頼関係のある強いつながりが重

要になるという流れとも合致している。世界貿

易機関（WTO）の報告書によると，コロナの

感染拡大期に医療物資が世界で不足したこと

で，医療物資や食糧などの必需品の輸出を規制

した国が 80 カ国もあったという。だから，こ

のような有事にも物資や情報の流れを止めない

ような，長期的な信頼関係や相互依存関係の上

で成り立った強いつながりを海外とも結ぶこと

が望まれている。したがって，ウィズコロナの

世界では，部品の取引という旧来のサプライ

チェーン関係においても，知識の共有という新

しいバリューチェーン的な関係においても，世

界の企業は既存の国際的つながりをより強化す

ることで，物資や知識の途絶リスクやイノベー

ションの衰退に対処しようとするだろう。
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Ⅴ 日本企業の国際連携展開は

特に難しい

こういう観点からみると，日本企業は不利な

立場にある。なぜなら，日本はコロナ以前の世

界でグローバルな知的連携を十分に行っていな

かったからだ。例えば，2012〜15 年に生み出

された特許のうち国際共同研究によるものの

シェアは日本ではわずか 1.3％であったが，ア

メリカ，EU，中国，韓国ではそれぞれ 10.0，

10.4，8.9，3.6％であり（図 2），日本は国際

的にみて極端に国際共同研究が少ないことは明

らかだ。オールジャパンにこだわるあまり国際

連携を軽視し，海外から新しい知識や刺激を得

られずにいることが日本の長期的な経済停滞の

主因の 1つとなっている。しかし，コロナ前の

経済停滞を挽回すべく，日本企業が高い付加価

値を生み出すための国際連携をしようとして

も，ウィズコロナの世界ではオンラインだけで

は新しい連携の構築が困難で，グローバルな知

的ネットワークから置き去りにされた状況が固

定化されてしまう可能性が高い。

さらに日本にとっての問題となるのは，コロ

ナによって欧米諸国でのアジア人に対する差別

感が拡大していることだ。上述のように，欧米

豪では中国人に対する反感が高まっているが，

それが拡大して日本人を含むアジア人全体に対

して差別が横行している。米カリフォルニアの

日系商店に「日本に帰らなければ爆破する」とい

う脅迫文が張られたとの報道もある（ABEMA

News. 2020 年 6 月 20 日）。このようにアジア

人に対する排斥感情が増大したことで，日本企

業が欧米の先端企業や大学と知的な連携をする

のがますます困難になってしまっている。

この状況に対抗する 1つの方法は，アジアの

中で知的ネットワークを張り巡らせ，東アジア

の企業ネットワークをサプライチェーンから高

付加価値を生むバリューチェーンに進化させる

ことだ。特に中国，韓国には，日本にはない先

端的な技術を持つ企業や大学も多く，本来なら

ばウィンウィンの形での連携が可能なはずだ。

しかし，米中の分断が進む現状では，中国との

共同研究を拡大していくのは必ずしも現実的で

はない。また，韓国も慰安婦や徴用工に関する

対立が深刻化するばかりで解決の糸口は見えて

おらず，残念ながら知的なつながりを深める土

台ができているとは言い難い。しかも，もとも

と日中韓の間には共同研究などの知的ネット

ワークは希薄であり（戸堂 2018），ウィズコロ

ナの世界での新しい連携の構築はやはり難し

い。

だから，対面コミュニケーションが制限され

たウィズコロナの世界で，このままでは日本は

グローバルな知的ネットワークから取り残され

てイノベーションや経済の停滞が続くだろう。

にもかかわらず，日本人や日本政府はこの点に

ついて危機感を持って認識できていない。
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資料：OECD Science, Technology and Industry Scoreboard

2017.



Ⅵ 日本はどうすればいいのか

では，日本はどうすればよいのか。ウィズコ

ロナ時代において，困難を乗り越えて知的な国

際連携を構築していくには，様々な工夫と政策

が必要だ。

まず，既存の海外拠点を有効に活用すること

だ。日本企業は海外との共同研究は十分に行え

ていないが，欧米向けの対外直接投資は活発に

行っており，生産やサービス，営業拠点は少な

くない。リーマン・ショック後に世界全体の直

接投資は縮小したが，日本の対外直接投資は近

年になって製造業，非製造業ともに欧米向けが

増加しているのだ（図 3）。日本の対外投資の

対 GDP 比は 2016〜18 年の平均で 3.5％であ

り，ドイツの 3.6％，イギリスの 2.8％（世界

銀行調べ）とくらべても遜色ないのだ。

このような既存の海外拠点を活用して，モノ

やサービスの取引だけではなく，共同研究など

付加価値の高い活動の連携に拡張していくこと

は，ウィズコロナ時代においても不可能ではな

い。日本企業のデータを使った分析でも，既存

の海外拠点があった場合には日本企業の海外の

大学との共同研究のパフォーマンスが高まるこ

とがわかっている（鈴木他 2019）。これは，共

同研究のような知的な強いつながりの場合に

は，既存の拠点を活用した対面コミュニケー

ションによる情報収集や信頼関係の構築が特に

有効であることを示している。ウィズコロナ時

代でも，既存の海外拠点を通じて共同研究など

の知的連携のパートナー候補に関する情報を収

集し，コロナ前から派遣済みの現地駐在員が対

面コミュニケーションをとることで信頼関係を

構築できれば，研究者同士はオンラインのコ

ミュニケーションのみでも十分に共同研究を進

めることができる可能性がある。

しかし，それだけでは既存の海外拠点がない

企業が取り残される。だから，そのような企業

に対しては，公的な海外拠点を活用することが

有効だ。例えば，ジェトロ（日本貿易振興機構）

は海外 55カ国に 76 の事務所を構えており，海

外の市場や政策について情報を収集している。

近年は，イノベーションを 1 つのキーワード

に，例えば海外とのオープン・イノベーション

の支援にも力を入れているが，ウィズコロナの

世界でもこのような役割を強化していくことが

望まれる。例えば，すでにジェトロは海外のス

タートアップ紹介のウェブセミナーなどを実施

しているが，日本国内での日本企業とジェトロ

の対面コミュニケーション，海外での海外企業

とジェトロ事務所との対面コミュニケーション

を十分に活用することで，オンラインでも新し

い国際連携を構築することが可能となろう。

なお，このような橋渡し役は必ずしもジェト
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資料：日本銀行．



ロなどの公的機関だけが担っているわけではな

い。金融機関や商社なども海外に多くの拠点を

持ち，海外での対面コミュニケーションが可能

だ。これらの民間機関にもぜひ積極的な役割を

期待したい。

さらに中長期的には，対面コミュニケーショ

ンが十分にできるように，出入国を過度に制限

しすぎないようにすることが必要だ。この原稿

の執筆時点では世界的にコロナの感染が拡大し

ているので，日本を含めて多くの国で実質的な

鎖国状態，特に外国人短期滞在者に対する強い

入国規制が取られている。しかし，コロナの収

束までまだまだ時間がかかることが予想され，

ウィズコロナの時代が数年間にわたって続くだ

ろう。そのような長期にわたって多くの国が国

境を閉じることになれば，「3人寄れば文殊の

知恵」の欠如から世界のイノベーションは大き

く停滞してしまう。

だから，自国と外国のコロナの感染状況を見

据えながら，できる限り早期に国境を開いてい

くことが望ましい。日本は，オーストラリア，

ニュージーランドなどの 4カ国と出入国規制の

緩和について協議を進めており，新たに中国，

韓国など 12 カ国とも協議を始める予定だとい

う。このような協議を他の国とも進め，例えば

入国前の PCR 検査で陰性だった人や抗体保有

者の入国を互いに認めることなどで感染拡大を

最小限にとどめながらも，ビジネスの往来をで

きるだけ元に戻すことが，世界経済，日本経済

を長期的な停滞に落ち込ませないために絶対に

必要だ。

コロナの経済的影響は，ロックダウンや自粛

による短期的な生産停滞や需要の減少だけでは

ない。対面コミュニケーションの減退による長

期的なイノベーションの停滞についてもっと深

刻にとらえて，コロナ感染対策と経済活動をバ

ランスさせるべきであろう。
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